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   姫路市社会福祉法人等指導監査事務要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、姫路市長が、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第５６条

第１項及び第７０条、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の８の３

第１項、第３４条の１４第１項、第３４条の１７第１項、第３４条の１８の２第１

項及び第４６条第１項、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第

１９条第１項、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第８１条第１項並

びに老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１８条第２項の規定に基づき、社

会福祉法人及び社会福祉施設等（第３条第２号から第７号までに掲げるものをいう。

以下同じ。）に対して行う指導監査について必要な事項を定めるものとする。 

 （指導監査の目的） 

第２条 社会福祉法人及び社会福祉施設等に対する指導監査は、社会福祉法人及び社

会福祉施設等の適正な運営の確保並びに社会福祉施設等によって提供される福祉サ

ービスの質の向上を目的として実施するものとする。 



 （指導監査の対象） 

第３条 この要綱に基づいて行う指導監査の対象は、次のとおりとする。 

⑴ 姫路市長の所管に属する社会福祉法人 

⑵ 姫路市内に所在する次に掲げる社会福祉施設のうち、国、都道府県、指定都市

及び中核市以外の者が設置するもの 

ア 保育所 

イ 母子生活支援施設 

ウ 幼保連携型認定こども園 

エ 障害者支援施設 

オ 養護老人ホーム 

カ 特別養護老人ホーム 

キ 軽費老人ホーム 

ク 女性自立支援施設 

⑶ 姫路市内に所在する障害者総合支援法第８０条第１項に規定する障害福祉サー

ビス事業を行う事業所、地域活動支援センター及び福祉ホームであって社会福祉

法人が設置するもの 

⑷ 一時預かり事業（姫路市長の所管に属する児童福祉施設において一体的に行わ

れるもの（次号及び第６号において「一体的実施事業」という。）に限る。）を

行う者 

⑸ 放課後児童健全育成事業（一体的実施事業に限る。）を行う者 

⑹ 病児保育事業（一体的実施事業に限る。）を行う者 

⑺ 家庭的保育事業等を行う者 

 （指導監査の実施方針） 

第４条 社会福祉法人に対する指導監査は、国から示される処理基準等に基づいて実

施するものとする。 

２ 社会福祉施設等に対する指導監査は、国から示される技術的助言としての指導監

査指針等を参考にするとともに、市民の社会福祉に対するニーズ等を考慮して実施

するものとする。 



 （指導監査の実施方法） 

第５条 指導監査の方法は、一般指導監査と特別指導監査とする。 

２ 一般指導監査は、毎年度計画的に、次に掲げる実地指導監査と書面指導監査に区

分して実施する。  

⑴ 実地指導監査 社会福祉法人の事務所又は社会福祉施設等において、関係者か

らのヒアリング及び設備、帳簿、書類その他の物件の審査により行う。 

⑵ 書面指導監査 あらかじめ提出させた資料の審査により行う。  

３ 特別指導監査は、次の各号のいずれかに該当する場合に、随時適切に実施するも

のとする。  

⑴ 社会福祉法人又は社会福祉施設等の運営に不正又は著しい不当があったことを

疑うに足りる理由があるとき。 

⑵ 関係法令により定められた社会福祉施設等の最低基準に違反があると疑うに足

りる理由があるとき。 

⑶ 一般指導監査による指導事項に対して改善がみられないとき、又は改善の内容

が著しく不十分であるとき。 

⑷ 正当な理由がなく、一般指導監査を拒否したとき。 

 （一般指導監査の実施） 

第６条 社会福祉法人に対する実地指導監査は、原則として毎年度１回実施するもの

とする。ただし、当該社会福祉法人が次のいずれにも該当する場合は、２年度又は

３年度に１回実施することができるものとする。 

⑴ 社会福祉法人の運営について法及び関係法令・通知に照らし、特に大きな問題

が認められないものであること。 

⑵ 当該社会福祉法人が経営する社会福祉施設など社会福祉事業等について、施設

基準・運営費や報酬の請求等に特に大きな問題が認められないものであること。 

２ 社会福祉施設等に対する実地指導監査は、原則として毎年度１回実施するものと

する。ただし、当該社会福祉施設等が次のいずれかに該当する場合は、当該年度又

は次年度の監査の全部若しくは一部を省略すること又は書面指導監査とすることが

できるものとする。 



⑴ 前年度に実施した実地指導監査（障害者総合支援法に基づく姫路市指定障害福

祉サービス事業者等に対する指導及び監査の実施に関する要綱（平成２４年９月

３日制定）の規定により実施した実地指導を含む。次号において同じ。）の結果、

良好な運営が確保されていると認められるものであること。 

⑵ 法令等により毎年度の実地指導監査が義務付けられていないものであること。 

３ 前２項の規定による実地指導監査は、効率的かつ効果的な指導監査の実施に資す

ると認められるときは、併せて実施することができる。 

 （指導監査の着眼点基準）  

第７条 指導監査の実施上の着眼点については、その基準を別に定める。 

 （一般指導監査の実施計画及び指導監査重点項目） 

第８条 一般指導監査の実施計画及び指導監査重点項目は、原則として年度当初に、

指導監査の実施方針及び前年度の指導監査の結果を勘案して策定するものとする。 

２ 前項の実施計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

⑴ 指導監査の対象 

⑵ 指導監査の実施区分 

⑶ 指導監査の実施時期 

⑷ その他指導監査の実施上必要があると認められる事項 

 （指導監査の実施通知） 

第９条 指導監査の実施を決定したときは、あらかじめ次の各号に掲げる事項を指導

監査の対象となる社会福祉法人及び社会福祉施設等の設置者又は事業者に通知する

ものとする。ただし、緊急その他特別の事情がある場合は、この限りでない。 

⑴ 指導監査の根拠規定 

⑵ 指導監査の対象となる社会福祉法人及び社会福祉施設等の名称 

⑶ 指導監査の日時 

⑷ 指導監査を担当する職員の数 

⑸ その他必要と認める事項 

 （指導監査事前準備資料） 

第１０条 指導監査を行うに当たり、あらかじめ調査事項及び様式を定めて、指導監



査の対象となる社会福祉法人及び社会福祉施設等の設置者又は事業者から指導監査

に関する資料を提出させるものとする。ただし、緊急を要するとき、又はその必要

を認めない場合は、この限りでない。 

 （指導監査班の編成） 

第１１条 実地指導監査班は、職員２名以上をもって編成する。 

２ 特別指導監査班は、原則として、職員３名以上をもって編成し、うち１名は係長

以上の職にある者とする。 

 （身分を示す証明書） 

第１２条 第５条に規定する実地指導監査又は特別指導監査（以下「実地等指導監査」

という。）を実施する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係者から

の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

２ 前項に規定する身分を示す証明書の様式は、厚生労働省の所管する法律又は政令

の規定に基づく立入検査等の際に携帯する職員の身分を示す証明書の様式の特例に

関する省令（令和３年厚生労働省令第１７５号）及び内閣府の所管する法律の規定

に基づく立入検査等の際に携帯する職員の身分を示す証明書の様式の特例に関する

内閣府令（令和３年内閣府令第６４号）に規定する様式とする。 

 （指導監査後の措置） 

第１３条 実地指導監査を担当した職員は、指導監査終了後、その結果を社会福祉法

人の役員、社会福祉施設等の長又は管理者その他関係者に講評し、改善の必要があ

ると認められた事項について口頭により指示するものとする。 

２ 前項の職員は、指導監査の結果について、帰庁後速やかに上司に報告するものと

する。 

３ 指導監査の結果、改善の必要があると認められた事項のうち重大と認められるも

のについては、社会福祉法人、社会福祉施設等の設置者又は事業者に対し文書によ

り改善を指示するものとする。 

４ 前項の規定により指示した事項については、期限を付して、その改善の状況を文

書により報告させるものとする。 

５ 前項の期限を著しく経過してもなお報告がない場合又は報告の内容が不十分で改



善状況が確認できない場合は、改善状況確認のための必要な措置を講ずるものとす

る。 

 （行政処分等） 

第１４条 前条の規定により改善の指示を繰り返し行ったにもかかわらず、なお改善

の措置が講じられないときは、必要に応じ、姫路市社会福祉法人等審査委員会設置

要綱（平成９年５月３０日制定）により設置された姫路市社会福祉法人等審査委員

会に諮り、また、その他所要の手続きを経て、関係法令の規定に基づく行政処分等

を行うものとする。 

 （関係機関との連携） 

第１５条 社会福祉法人及び社会福祉施設等に対する指導監査の実施に際しては、関

係各課、兵庫県等の関係機関との連携を図るよう努めるものとする。 

  ( 指導監査情報の公表） 

第１６条 指導監査の結果及び当該監査結果に対する社会福祉法人及び社会福祉施設

等の改善状況等については、市ホームページにより公表するものとする。 

  ( 補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、社会福祉法人及び社会福祉施設等に対する

指導監査について必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１３年６月８日から施行する。 

２ 姫路市児童福祉施設等指導監査事務実施要綱（平成８年３月２６日制定）は、廃

止する。 

    附 則（平成１６年３月１１日） 

この要綱は、平成１６年３月１１日から施行する。 

   附 則（平成２０年５月１日） 

この要綱は、平成２０年５月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年７月１日） 

この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１１月６日） 



この要綱は、平成２１年１１月６日から施行する。 

附 則（平成２５年１月３１日） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年５月２９日） 

この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

附 則（平成２７年２月１８日） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月１７日） 

この要綱は、令和３年９月１７日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年４月１日） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


